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令和４年３月 

学校法人東京歯科大学 ガバナンス・コードと本学の実施・点検状況                 

 
基 本 原 則 遵 守 原 則 重 点 事 項 実  施  項  目 実 施 ・ 点 検 状 況 

1.自律性の確保 

 会員法人は、

私立大学として

の多様な教育研

究活動を実現す

るため、それぞ

れの寄附行為、

建学の精神等の

基本理念に沿っ

て、自主性、独

立性を確保する

と同時に、自律

的に学校法人を

運営する必要が

ある。 

(1-1)会員法人

は、学生、保

護者、卒業生

のみならず、

広く社会に存

在するステー

クホルダーに

対し、教育研

究目的を明確

に示し、理解

を得る必要が

ある。 

(1-1) 会 員 法 人

は、事業に関す

る中期的な計画

（以下「中長期

計画」という）

等の策定を通じ

て、さらなるガ

バナンス機能の

向上を目指し続

ける。 

1 中長期計画の策定にあたり、教学関連及

び経営関連項目ごとに素案の策定主体、

計画期間、意見徴取方法及び意見の反映

方法をあらかじめ決定する。 

令和 2～6 年度の中期計画策定にあたり、学務担当

常務理事をリーダーとして、関係理事、事務職員

により左記実施事項について案を作成し、事務局

課長会議、評議員会等の意見を踏まえ理事会で決

定している。 

2 中長期計画の策定に際し、直前の中長期

計画及び他の計画との関連性を明らかに

する。 

中期計画策定は近年初めてであるが、自己点検評

価や認証評価との関連性について確認している。 

3 中長期計画に教学、人事、施設及び財務

等に関する事項を盛り込む。 

本学の中期計画に、大学および短期大学の教育研

究等の質の向上に関する目標、業務運営の改善及

び効率化に関する目標、財務内容の改善に関する

目標等として盛り込んでいる。 

4 中長期計画において、理事長をはじめ政

策を決定、管理する人材の育成、登用の

方針を盛り込む。 

理事長及び理事等の登用は本学寄附行為に基づい

て行われており、人材育成・登用方針について

は、次期中期計画に盛り込むこととしている。 

5 中長期計画の内容について、その適法

性、倫理性を考慮するとともに、顕在的

リスクのみならず潜在的リスクについて

も識別、評価する。 

中期計画の策定にあたり、適法性、倫理性を考慮

している。潜在リスクに関しては、財務部門、教

学部門、庶務部門、病院部門について、監事監

査、内部監査において、中期計画の内容につい

て、識別、評価している。 

6 中長期計画の策定に際し、財政面の担保

が不可欠であることを踏まえ、現実的か

つ具体的な資金計画、収支計画を精緻化

する。 

毎年の事業計画において具体的な収支予算を立て

ると共に、中期計画上に、計画期間中の財務シミ

ュレーションを行う旨明記している。 

7 中長期計画において、実施スケジュール

を含む具体のアクションプランを明確に

する。 

5 か年間のスケジュールを含めアクションプランを

公表している。 

8 中長期計画に係る策定管理者（政策管理

者）と執行管理者を明確にする。 

実施項目に係る担当理事及び担当部課長等を明確

化している。 
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9 中長期計画の最終決定は、十分な説明、

資料に基づき、会議体等の合議により行

う。 

十分な資料、説明を評議員に行い意見を聴いたう

えで理事会決定としている。 

10 中長期計画において、測定可能な指標や

基準に基づく達成目標、行動目標を提示

し、適宜、データやエビデンスに基づい

て中長期計画進捗管理を行う。 

全体計画として 5 か年間のスケジュールを立てた

うえ、年度ごとにデータやエビデンスに基づいて

進捗管理を行っている。 

11 中長期計画の内容、進捗管理方法につい

て、教職員を中心とする構成員に十分に

説明し、理解の深化を図る。 

教授会、課長会議等各種会議を通して理解の深化

に努めている。 

12 外部環境の変化等により、中長期計画の

変更が必要となった場合、速やかに修正

を行える体制を構築する。 

法人内の会議等を通して、速やかな対応が可能と

なるよう意思疎通を図っている。 

13 中長期計画の期間中及び期間終了後に、

進捗状況及び実施結果を法人内外に公表

する。 

毎年度終了ごとに進捗状況及び実施結果を HP 上で

公表している。 

2.公共性の確保 

 会員法人は、

我を育成すると

ともに、教育研

究活動とそこか

ら得られた成果

を通じて社会や

地域に貢献し、

その要請に応え

る必要がある。 

(2-1)会員法人

は、建学の精

神等に基づく

多様な人材育

成像を保持し

つつ、時代や

社会の変化を

踏 ま え な が

ら、教育研究

活 動 を 通 じ

て、広く社会

に、また地域

にとって有為

な人材を育成

する。 

(2-1) 会 員 法 人

は、それぞれの

会員法人が目指

す人材育成（大

学教育）を行う

ために、教育の

質の向上や学修

成果の可視化等

による教育の高

度化に努め、不

断の改善サイク

ルにより教育研

究活動を向上さ

せる。 

1 学校法人及び当該学校法人が設置する大

学等のミッション、ビジョンを踏まえ、

学校法人及び大学、学部・学科、研究科

等の毎会計年度ごとの事業計画（以下

「事業計画」という）、達成目標や具体

的な行動指針を明確にする。 

建学の精神及び 3 つのポリシーを踏まえ、事業計

画及び達成目標や入試方針、カリキュラム等を具

体化している。 

2 達成目標、具体的な行動指針を教職員、

学生及び社会に発信し共有する。 

事業計画及び達成目標や入試方針、カリキュラム

等については大学の HP 上に掲載し、教職員、学生

及び社会に発信・共有している。 

3 学校法人の中長期計画や事業計画、学

部・学科、研究科等の達成目標を実現す

るための経営資源（ヒト、モノ、カネ）

が、効率的な配分となり、著しく非効率

なものとならないよう、経営資源の配分

に係る基本方針を明確にする。 

経営資源が効率的な配分となるよう、人事・財務

について、人事委員会、予算委員会等を経て事業

計画を立て、年度ごとの予算配分の基本方針を定

めている。 

4 「学位授与の方針」、「教育課程編成・

実施の方針」とカリキュラムとの整合性

のチェック等を通じて、それぞれの方針

各年度のカリキュラムの設定にあたり、「学位授

与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」との

整合性について IR情報を活用し確認している。 
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の実質化を図る。 

5 「入学者受入れ方針」と入学者選抜との

整合性のチェック等を通じて、同方針の

実質化を図る。 

各年度の入学者選抜にあたり、「入学者受入れ方

針」との整合性について IR 情報を活用し実質化を

図っている。 

6 自己点検・評価結果、認証評価機関によ

る評価結果やアンケート調査等を含むIR

（インスティテューショナル・リサー

チ）活動の成果を活用し、教育活動の改

善を行う。 

教育活動の改善に向け、自己点検・評価、認証評

価機関による評価結果やアンケート調査等を含む

IR活動の成果を活用している。 

7 リカレント教育の諸施策について、その

方針、計画を明確化する。 

臨床専門専修科プログラムを中心とした、リカレ

ント教育・リスキル教育プログラムを展開してい

る。 

8 留学生の受入並びに派遣に係る諸施策に

ついて、受入留学生の選抜方法、日本語

教育プログラムの充実や日本人学生とと

もに学ぶ機会の創出、派遣留学生の教育

課程編成・実施の方針等の観点から、ア

カデミックな意義付けを明確にする。 

学術的な観点から、留学生特別選抜や Elective 

Study を実施することで、海外の歯科大学の教員や

学生と互いの国の文化や歯科界について理解を深

め、広い視野を持った歯科医師を養成することを

目的とした制度を設けている。 

 (2-2) 会員法人

は、社会の要

請を踏まえつ

つ、特色ある

教育研究活動

から得られた

成 果 を 踏 ま

え、社会の要

請の変化に対

応して、現実

の諸課題に対

する解決方法

を示し、社会

(2-2) 会員法人

は、市民講座・

ボランティア活

動・地域課題解

決等の地域連携

プログラムを通

じ 、 大 学 が 社

会・地域と連携

し、その発展に

貢献していく活

動を積極的に行

う 環 境 を 整 え

る。 

1 社会・地域貢献に係る学内方針を検討

し、策定する。 

歯科医師養成機関として、附属病院においては、

地域の高次医療機関、基幹的歯科病院としての役

割を担うよう方針を策定している。 

2 社会・地域との連携を支援する体制又は

仕組みを整備する。 

附属病院において、定期的な地域医療連携協議会

や報告会を開催。また、地域の拠点病院として定

期的に市民に向けた公開講座を開催する等、体制

を整えている。 

3 組織的な各種ボランティア活動を展開す

るために必要となる社会連携・地域貢献

等に関する諸規程を整備する。 

災害医療への貢献やボランティア活動等の社会連

携・地域貢献に関しては、一定の共通理解のもと

に行われており、令和 4 年度に規程化を検討する

こととしている。 

4 公開講座や地域の課題解決に向けた地域

連携プログラム等を開設する。 

地域との連携等を図るため、毎年公開講座を開設

している。 
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に貢献する。 5 社会・地域貢献に係る学内の自主的な取

り組みを把握し、全学的な取り組みとし

て展開する。 

地域包括ケアや高齢者への歯科医療の講義・実習

を通じて、社会・地域への健康長寿への貢献等の

取組が進んでいる。 

6 自治体等の行政機関や企業との対話、信

頼関係の醸成に努める。 

糸魚川市との連携協定や、コロナ対応における東

京都、千代田区との連携の他、医科・歯科各団体

等との連携を深めている。 

また、附属病院である水道橋病院は「育成再生医

療」「地域歯科診療支援病院」として、市川総合

病院は、厚生労働省より「地域がん診療連携拠点

病院」、千葉県より「地域災害拠点病院」「地域

医療支援病院」の指定を受け、千葉歯科医療セン

ターは「地域療養支援歯科診療所」として、地域

貢献に取り組んでいる。 

3.信頼性・透明

性の確保 

 会員法人は、

私立大学の有す

る 公 共 性 に 鑑

み、健全な大学

運営について、

学生、保護者、

教職員のみなら

ず広く社会から

の信頼を得られ

るよう、説明責

任を果たすとと

もに、透明性の

確保に努める必

要がある。 

(3-1) 会員法人

は、社会から

の理解と信頼

を確保するた

めに、常に法

令を遵守する

とともに、多

くのステーク

ホルダーとの

良好な関係の

構 築 を 目 指

し、教育研究

活動を通じ社

会 に 貢 献 す

る。 

(3-1) 会員法人

は、会員法人に

おけるガバナン

スを担保する理

事会による理事

の職務の執行監

督機能の向上、

監査機能の向上

及び感じ機能の

実質化のため、

監事選任方法の

工夫・改善、支

援体制の整備等

を図る。 

1 「私立大学の明日の発展のために－監事

監査ガイドライン－（私大連監事会

議）」を参考に、監事監査基準（監事監

査規程）、監事監査計画や監査報告書を

策定する。 

監事監査は本学寄附行為の規定に基づき、監事監

査ガイドラインを念頭に行われている。 

監事監査規程等については、令和４年度に策定す

ることとしている。 

2 上記ガイドラインを参考に、監事監査マ

ニュアル、監事監査調書や監事監査チェ

ックリストの策定に努める。 

監事監査は本監事監査チェックリスト等を念頭に

行われている。監事監査マニュアル等について

は、令和４年度に策定することとしている。 

3 常勤・常任監事の登用、または常勤・常

任監事がいる状況と同様の監事監査が実

施できるような監事監査支援体制を整備

する。 

監事は非常勤であるが複数配置しており、法人庶

務課、内部監査室及び経理部門との連携を密に

し、監事監査を支援している。また、令和 4 年度

を目途に監事定数の増と常勤化を図ることとして

いる。 

4 監事が評議員会、理事会において、積極

的に意見を陳述できる仕組みを構築す

る。また、経営に関する重要な会議等に

ついても出席し、積極的に意見を陳述で

きる仕組みを構築する。 

評議員会、理事会では、事前に資料を提示すると

ともに必要に応じ内容を説明し、十分な理解の上

で会議に臨めるよう配慮している。また、経営に

関しては会計監査人と役員との意見交換の場を定

期的に設けている。 

5 監事監査に必要な資料の提供、説明等、

十分な情報提供を行う。 

メール等も活用して随時内部監査室及び経理部等

から必要な資料の提供、説明等、十分な情報提供

を行っている。 
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6 監事間の連携の深化を図るべく、必要に

応じて監事会を開催する。 

理事会・評議員会及び理事長・理事・学長等によ

る業務、財務、教学事項等の報告会その他会計監

査人からの報告の場等を活用して行っている。 

7 監事と会計監査人、内部監査室等とが協

議する場を設定する。 

監事と会計監査人、内部監査室及び役員等との協

議の場を定期的に設けている。 

8 監事に対する研修機会を提供し、その充

実を図る。 

文部科学省等が主催する監事研修会の機会提供を

通じ、監事研修の充実を図っている。 

9 監事の独立性を確保するために、その専

門性を考慮しつつ、監事選任基準の明確

化または監事指名委員会を設置するなど

の方法によって監事を選任する。 

監事の選任はその独立性を確保するため、寄附行

為に基づき適正に行われている。 

10 監事監査の継続性を担保すべく、監事の

選任時期について留意する。 

監事監査の継続性を担保すべく、監事の増員を図

るとともにその選任時期についても留意してい

る。 

 (3-2) 会員法人

は、社会から

の信頼を損な

うことのない

ように、理事

会による理事

の職務の執行

監督機能の実

質化を図ると

ともに、大学

で起こりうる

利益相反、研

究活動に関わ

る不正行為等

について、そ

の防止のため

に必要とされ

る制度整備を

行い、実行す

る。 

(3-2) 会員法人

は、ガバナンス

を担保するチェ

ック機能を高め

るため、有効な

内部統制体制の

確立を図る。 

1 法令等の遵守に係る基本方針・行動基準

を定め、事業活動等に関連した重要法令

の内容を役職員に周知徹底する。 

公的研究費不正行為防止計画や、利益相反委員会

規程等を設け、法令順守に努めるとともに、役職

員への周知徹底に努めている。 

2 法令等遵守体制の実効性に重要な影響を

及ぼし得る事項について、理事会及び監

事に対して定期的に報告がなされる体制

を整備する。 

大学の教授会等に兼務理事及び内部監査室長が出

（陪）席し、必要に応じ、理事会や監事に報告で

きる体制を整えている。 

3 学校法人に著しい損害を及ぼす恐れのあ

る事象への対応について、理事会その他

重要な会議等において、十分な情報を踏

まえたリスク分析を経た議論を展開す

る。 

新型コロナウイルス対策や、他法人の危機事象事

例等、法人に著しい損害を及ぼす恐れのある事象

に関し、理事会のみならず、役職者会議等におい

て、そのリスクを十分意識した議論を展開してい

る。 

4 理事等が、事業内容ごとに信用・ブラン

ドの毀損その他のリスクを認識し、当該

リスクの発生可能性及びリスク発生時の

損害の大きさを適正に評価する。 

理事等はその所掌する業務に関し、リスクの発生

可能性及びリスク発生時の損害の大きさを適正に

評価している。 

5 不正又は誤謬等の行為が発生するリスク

を減らすために、各担当者の権限及び職

責を明確にするなど、各担当者が権限及

び職責の範囲において適切に職務を遂行

理事のうち学内理事を常務理事とし、各自の所掌

を明示しており、その権限及び職責の範囲におい

て適切に職務を遂行していく体制を明確にしてい

る。 
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していく体制を整備する。その際、職務

を複数の者の間で適切に分担又は分離さ

せることに留意する。 

6 職務を特定の者に一身専属的に属させる

ことにより、組織としての継続的な対応

が困難となる、あるいは不正又は誤謬等

が発生するといった事態が生じないよ

う、権限及び職責の分担や職務分掌を明

確にする。 

理事のうち学内理事を常務理事とし、各自の所掌

を明示しており、その権限及び職責の分担を明確

にしている。 

7 内部監査室あるいはこれに相当する業務

を担当する部署等を設置するなど、内部

チェック機能を高める。 

既に内部監査室を設置し、内部チェック機能を高

めている。 

8 内部監査基準又は内部監査ガイドライン

等の内部監査に関する諸規程を整備し、

内部統制体制を確立する。 

学校法人東京歯科大学内部監査規程や東京歯科大

学における公的研究費の管理・監査実施基準等を

定め、内部統制体制の確立に努めている。 

9 相互牽制機能が働く有効な体制を整備

し、監事、会計監査人及び内部監査室等

による三様監査体制を確立する。 

監事、会計監査人及び内部監査室それぞれ独自の

観点で監査を行うとともに、定例又は必要に応じ

協議・情報共有を行っている。 

10 学校法人の財務状況に重要な影響を及ぼ

し得る事項について、財務担当理事と会

計監査人との間で適切に情報を共有す

る。 

法人の財務状況について、定期的に財務担当理事

のみならず関係役員含め会計監査人との間で適切

に情報を共有している。 

11 理事会その他重要な会議等における意思

決定及び個別の職務執行において、法務

担当及び外部専門家に対して法令等遵守

に関する事項を適時かつ適切に相談する

体制を構築するなど、法令等を遵守した

意思決定及び職務執行がなされることを

確保する体制を整備する。 

重要案件については、事前に法律顧問や司法書士

に確認するとともに、法律顧問には、基本的に理

事会・評議員会にも陪席を求めている。 

12 教職員等が違法又は不適切な行為、情報

開示内容に関し真摯な疑念を伝えること

ができるよう、また、伝えられた情報や

疑念が客観的に検証され適切に活用され

るよう、（消費者庁の「公益通報者保護

東京歯科大学における研究活動に係る不正行為の

防止に関する規程等を定め、内部通報に係る体制

を整備している。 
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法を踏まえた内部通報制度の整備・運用

に関する民間事業者向けガイドライン」

（平成２８年１２月９日）等を参考にし

て）内部通報に係る体制を整備する。 

 (3-3) 会員法人

は、自らが行

う教育研究活

動に係る情報

や、それを支

える経営に係

る情報につい

て広く社会か

ら理解を得る

ため、様々な

機 会 を 通 じ

て、積極的に

情報を公開す

る。 

(3-3-1) 会員法

人は、広く社会

に対して、継続

的かつ時宜に適

った情報公開を

行うための制度

整備をさらに進

める。 

1 いつ、どのような情報を、誰に対して、

どのように開示するかなどを規定した情

報公開基準又はガイドライン等の諸規程

を整備する。 

東京歯科大学財務情報公開に関する規程に基づ

き、速やかに情報公開している。 

2 公正かつ透明性の高い情報公開を行うた

め、開示すべき情報が迅速かつ網羅的に

収集され、法令等に則って適時、正確に

開示することのできる体制又はシステム

を整備する。 

東京歯科大学財務情報公開に関する規程、同オー

プンアクセス方針及び日本私立学校振興・共済事

業団の求める情報公開基準等に則り、情報開示を

行うとともに、その実施状況を年 3 回程度関係者

で協議・確認している。 

3 法令に定められた財務書類等を適切に公

開する。 

法令や寄附行為等に則り適切に公開している。 

4 中長期計画、事業計画との関連に留意し

た事業報告書の作成を通じてその進捗状

況を公表する。 

中期計画、事業計画との関連に留意した事業報告

書の作成を通じて毎年その進捗状況を HP で公表し

ている。 

5 認証評価結果、外部評価結果及び設置計

画履行状況等調査結果等、学外からの評

価結果等を公表する。 

自己点検評価結果のみならず、認証評価結果及び

設置計画履行状況等調査結果等、学外からの評価

結果も公表している。 

6 学校法人が相当割合を出資する事業会社

に関する情報を公開する。 

法人が相当割合を出資する事業会社はない。 

7 公表した情報に関する外部からの意見を

聴取し、反映できる体制を整備する。 

基本的には、各所管の庶務担当課が窓口となり、

必要に応じ事務部長、事務局長を通じて役員等に

報告することとしている。 

  (3-3-2) 会員法

人は、情報を公

開 す る に 当 た

り、幅広いステ

ークホルダーの

理解が得られる

よう、その公開

方法の工夫・改

1 公開する情報の包括性、体系性、継続

性、一貫性及び更新性に留意する。 

情報の公開にあたっては、その包括性、体系性、

継続性、一貫性及び更新性に留意している。 

2 公開した情報へのアクセシビリティ及び

ユーザビリティの向上を図る。 

WEBサイトの改善を含め、公開情報へのアクセシビ

リティ、ユーザビリティの向上を図るよう心掛け

ている。 

3 情報の受け手にとっての理解容易性、明

瞭性及び重要性に留意し、グラフや図表

を活用した資料等、幅広いステークホル

情報の公開にあたっては、幅広いステークホルダ

ーが理解しやすいよう、資料の工夫とともに、紙

媒体のみならず WEBサイトも活用している。 
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善を図る。 ダーが理解しやすい手段によって情報を

公開する。 

4 とくに収支の均衡状況、将来必要な事業

に対する資金の積立状況や資産と負債の

状況について、学校法人の信頼性、透明

性及び継続性の観点から、理解容易性、

明瞭性に留意した情報を公表する。 

法人の信頼性、透明性及び継続性の観点から、資

金の積立状況や資産と負債の状況について、明瞭

かつ理解しやすい資料となるよう留意して情報を

公表している。 

5 中長期計画並びに事業計画との関連に留

意した評議員会への事業の実績報告や事

業報告書の作成を通じた経営上の課題や

成果の明確化、共有化により、経営改革

を推進する。 

中期計画等との関連に留意した評議員会への事業

実績報告等の作成を通じ、経営上の課題や成果の

明確化にし、経営改善を推進している。 

6 大学に特有の用語に関してはわかりやす

い説明を付すなど、大学関係者以外の幅

広いステークホルダーからの理解が得ら

れるよう工夫する。 

大学関係者以外の幅広いステークホルダーからの

理解が得られるよう HP 等での工夫・改善を図って

いる。 

4.継続性の確保 

 会員法人は、

それぞれの建学

の精神等の基本

理念に基づき、

その使命を果た

すため、大学に

おける教育研究

活動の維持、継

続並びに発展に

努める必要があ

る。 

(4-1) 会員法人

は、私立大学

の教育研究活

動の継続性を

実 現 す る た

め、大学運営

に係る諸制度

を実質的に機

能させ、自律

的な大学運営

に努める。 

(4-1) 会員法人

は、大学運営に

係る諸制度によ

るガバナンス機

能 の 向 上 の た

め、評議員会、

理事会及び監事

等の機能の実質

化を図る。 

1 政策を策定、管理する責任者（理事長、

常務理事、学長をはじめとする理事等）

の権限と責任を明確化する。 

寄附行為や学則の定め等に基づき、管理責任者の

役割を定め、その権限と責任を明確化している。 

2 政策を策定、管理する責任者の選任、解

任に係る手続等を明確化する。 

寄附行為の定めのほか、常務理事会においてその

役割を決定する等手続きを明確化している。 

3 政策を執行する責任者の権限と責任を明

確化する。 

寄附行為の定めのほか、常務理事の役割を定め、

その権限と責任を明確化している。 

4 理事、監事及び評議員会等のガバナンス

機関において、機関内及び機関間の有効

な相互牽制が働くような仕組みを構築す

る。 

理事、監事及び評議員それぞれの役割は、私立学

校法に基づき本学寄附行為によって定めており、

有効な相互牽制が働くようその適切な運用に努め

ている。 

5 理事及び監事が、理事長や特定の利害関

係者から独立して意見を述べられるか、

モニタリングに必要な正しい情報を適

時、適切に得ているか、理事長、内部監

査人等との間で適時、適切に意思疎通が

図られているか、理事及び監事による報

告及び指摘事項が適切に取り扱われてい

１．理事及び監事の役割は、私立学校法に基づき

本学寄附行為によって定められており、利害関係

者等から独立して意見を述べられる。 

２．モニタリングに必要な情報は、適時、内部監

査室や幹部職員等を通じて役員等に提供されてい

る。 

３．理事長、内部監査室は同じフロアーにあり、
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るか、を定期的にチェックする。 適時、適切に意思疎通が図られている。 

４．理事及び監事による報告及び指摘事項は、法

人間で共有・処理され、必要に応じて学部等に対

応を求めるなど、適切に取り扱われている。 

6 教学組織と法人組織の役割・権限・責任

を明確化する。 

教学組織と法人組織の役割・権限・責任について

は、それぞれ組織の規程に基づき、明確化されて

いる。 

7 政策を策定、管理する責任者（常務理事

等）が政策の執行状況を確認できる仕組

みを ITの活用等により構築する。 

大学クラウド上の共有ファイルや専用ホームペー

ジにおいて、政策の執行状況を確認できる仕組み

を構築している。また、政策に進展があれば、大

学ホームページの「情報の公表」欄において、都

度更新している。 

8 経営情報を正確かつ迅速に教職員に伝達

するための IT 環境を整備するなど、学

校法人経営に係る当事者意識を醸成する

仕組みを構築する。 

一部医療系職員を除き、PC を各自に配付しポータ

ルサイトを構築するなど、IT 環境を整えるととも

に、経営状況の迅速な伝達と意識の向上に努めて

いる。 

9 理事会や常務理事会等の議決事項を明確

化する。 

決事項を寄附行為に定めるとともに、関係各課か

らの事項集約に努め、事前に理事長を含め法人の

幹部職員と事項整理を行っている。 

10 理事会、評議員会の開催にあたり、資料

を事前に送付するなど、十分な説明や資

料を提供し、構成員からの意見を引き出

すための議事運営の仕組みを構築する。 

大学ホームページ上に理事・評議員専用の会議用

のページを設定し、会議の前に資料を掲示する

等、構成員からの意見を引き出すための工夫を重

ねている。 

11 評議員の定数は学校法人の規模を踏まえ

た数とする。 

定数は学校法人の規模を踏まえ寄附行為で定め、

文部科学省の承認を得ている。 

12 学校法人内外の人材のバランスに考慮し

つつ、理事及び評議員等に外部人材（選

任時に当該学校法人の役員、教職員でな

い者）を積極的に登用（理事、評議員に

ついては複数）する。 

理事、評議員とも法人内外の人材のバランスに考

慮しつつ、外部人材を積極的に登用している。 

13 外部人材に経営情報を正確かつ迅速に伝

達し、運営の透明性を確保するととも

に、外部人材からの意見聴取の仕組みを

整備する。 

外部人材への経営情報の正確・迅速な伝達と運営

の透明性を担保するとともに、外部人材からの意

見聴取を容易にするため、メールや WEB 等を活用

して資料提供している。 
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14 理事、評議員及び監事に対する研修機会

を提供し、その充実を図る。 

監事に関しては、文部科学省等の監事研修会に参

加。理事、評議員は所属団体主催会議等に、その

役割に応じて参加している。 

 (4-2) 会員法人

は、私立大学

の教育研究活

動の継続性を

実 現 す る た

め、財政基盤

の安定化、経

営基盤の強化

に努める。 

(4-2-1) 会員法

人は、私立大学

の教育研究活動

の継続性を確保

するために、学

生納付金以外の

収入の多様化等

によって、財政

基盤の安定化及

び強化を図る。 

1 「寄附を受ける」から「寄附を募る」へ

の転換を図り、寄附金募集事業を推進す

るための体制を整備する。 

法人事務局において周年事業での募金により培っ

た経験を踏まえ、同窓会等との連携を図り、寄附

募集の体制を整えている。 

2 理事長、学長等のトップ層が寄附募集活

動の重要性を認識したうえで、業務とし

ての寄附募集の位置づけを明確にし、教

職員の寄附募集に係る意識と理解の深化

を図る。 

大学広報やホームページなどを活用して同窓会や

一般職員への働きかけを行い、「寄附を募る」へ

の転換を推進するとともに、教職員の意識と理解

の深化を図ることとしている。 

3 「大学のミッション、ビジョンの実現に

向けた事業」「大学の将来（機能別分

化、個性化、多様化やグローバル化）に

向けた事業」や「スポーツ・文化振興、

地域振興、社会貢献、その他社会のニー

ズに合致した事業」等の目的を明確化し

たうえで、寄附者からの共感を得て寄附

を募る。 

寄附募集にあたり、目的や大学のビジョンを明確

にしたうえで、同窓会等の寄附者からの共感を得

て「寄附を募る」への転換を推進している。 

4 補助金を含めた外部資金に係る情報収

集、情報共有（学内広報）研究シーズや

成果の情報公開（学外広報）を推進する

ための体制を整備する。 

科研費を中心とした外部資金獲得に係る情報収

集、情報共有を定期的に行う体制を整えるととも

に、獲得状況については本学 HP 等で情報公開して

いる。また、補助金に係る委員会を設置し、情報

収集・共有を推進する体制を整えている。 

5 補助金を含めた外部資金獲得のための円

滑な事業運営や研究推進のための体制を

整備する。 

研究部において、事務局と連携しつつ外部資金獲

得のための円滑な事業運営や研究推進を図ってい

る。また、補助金に係る委員会を設置し、情報収

集・共有を推進する体制を整えている。 

6 社会・地域連携、産学官民連携、大学間

連携や高大連携を通じた外部機関との連

携を推進するための体制を整備する。 

研究部を中心に地域連携や大学間連携等の外部機

関との連携を推進するとともに、地元企業等との

協定により本学の教育活動に関する点検・評価の

実施、また、新潟県糸魚川市との高大連携を含め

た包括的連携に関する協定を締結する等、外部機

関との連携を推進している。また、附属病院では
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「地域歯科診療支援病院」、「地域がん診療連携

拠点病院」、「地域災害拠点病院」等の指定を受

け、地域連携を通じ財政の安定化・強化を図って

いる。 

7 リスクを考慮した資産の有効活用を行う

ための規程及び体制を整備する。 

資金運用管理規程等に則り、適切な運用体制を整

え、有効活用を図っている。 

  (4-2-2) 会員法

人は、幅広いス

テークホルダー

からの信頼性確

保及び教育研究

活動の継続性確

保のために、危

機管理体制を拡

充する。 

1 管理運営上、不適切な事案が生じた際に

は、速やかな公表と再発防止が図られる

体制を整備する。 

不適切事案等については、担当課長より事務部

長、事務局長を通じ、学長、理事長まで情報が上

がるシステムとなっており、必要に応じ担当若し

くはチームを設ける等して対策（公表、再発防止

策）に取り組むこととしている。 

2 危機の発生に備え、危機管理時の広報業

務に係るマニュアル、緊急時の対応マニ

ュアル等、危機発生時に必要となる各種

マニュアルを整備し、教職員、学生等に

広く周知する。 

危機管理時、緊急時の対応は、日ごろより連絡体

制を整えている。特に防火・防災に関しては、各

所管消防署の指導の下、規程化し体制を整備・周

知しており、マニュアルに関しても令和 4 年度に

策定することとしている。 

3 危機の発生を未然に防止するためのシス

テム及び体制を整備する。 

役職者による会議を定時・臨時に設け情報共有す

るとともに、教学部門、病院部門においても常時

体制を整備している。また、文部科学省からの危

機事例、災害警戒通知を関係部署で共有する体制

をとっている。 

4 危機が発生した場合、あらかじめ整備し

た緊急時対応マニュアル等に基づき対応

する。 

危機事象については、担当課長より事務部長、事

務局長を通じ、学長、理事長まで情報が上がるシ

ステムとなっており、必要に応じ担当若しくはチ

ームを設ける等して対策（公表、再発防止策）に

取り組むこととしている。 

5 情報システムへのアクセス権限を厳格・

適切に設定する。 

情報漏洩、搾取防止の観点からもシステムやデー

タへのアクセス権限を厳格・適切に管理してい

る。 

6 情報セキュリティ体制の適切性及び運用

状況を検証する。 

情報システム管理室を設け、学内情報システムの

一元化とともに、情報セキュリティ体制の適切性

及び運用状況を検証している。 

 


